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研究成果の概要（和文）：本研究は、2016～2020年度を通じ、第1に、国内競争法において国有企業が優遇され
る傾向が見られることや国有企業をめぐる実務上の争点が増加していることを明らかにすることができただけで
なく、第2に、世界貿易機関（WTO）ルールにおける補助金等の規律の現状とその限界、環太平洋パートナーシッ
プ（TPP）協定による規律の全体像、TPP国有企業章が国際経済法上の競争中立性規律をいかに発展させ、かつ、
どのような解釈論上の課題と限界を有しているのか明らかにすることに成功した。

研究成果の概要（英文）：During FY2016 through FY2020, this research has succeeded to demonstrate 
that in competition law enforcement, there are tendencies giving preferential treatment to 
state-owned enterprises (SOEs) and having more and more practical issues related to state-owned 
enterprises. It has also succeeded to demonstrate how the World Trade Organization (WTO) rules on 
subsidies are enforced and what limitations they have, what disciplines the Trans-Pacific 
Partnership (TPP) Agreement has introduced as a whole and more particularly how the TPP Chapter on 
SOEs has developed the competitive neutrality disciplines in International Economic Law, and what 
interpretative challenges and limitations it has.

研究分野： 国際経済法
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、各国競争法に関する研究と国際経済法に関する研究を連携させることに成功しており、国内外を問わ
ず、大きな独自性を有する。また、WTO補助金規律やTPP国有企業規律のそれぞれに関する研究は従来から活発に
行われているが、本研究は、最近のEUにおける外国補助金規律案も視野に入れ、これらを統合し、WTO補助金規
律の限界、TPP国有企業規律が競争中立性規律の発展に果たした貢献、さらにTPP国有企業規律の課題や限界を明
らかにすることに成功している。本研究は、これらの貢献を通じて、今後、国際経済法上の競争中立性規律が発
展すべき方向性をも示しており、その観点で学術的にも実務的にも重要な意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
研究代表者の川島は、従来から国際経済法及び各国内経済法の相互作用を意識しつつ、両分野

にまたがる科学研究費補助金に基づく研究等を進めてきたところ、その中で、2008 年のリーマ
ンショック後の世界金融経済危機を受け、先進各国が経済的に自信を失う一方で、BRICS に代表
される新興国が世界経済におけるプレゼンスを拡大する中、米国を中心に国有企業や政府投資
ファンド等を政治的ツールとして活用する国家との対決に対する危機意識の高まりが見られ（ブ
レマー『自由市場の終焉』日本経済新聞出版社、2011）、これが環太平洋パートナーシップ（以
下「TPP」という。）協定交渉における米国政府による民間企業との競争中立性確保を狙った国有
企業規律案の提案に結実した等、「国家資本主義国対自由市場国」との現状認識に基づく国際経
済法上の法現象が活発化したことを明らかにした。また、TPP 交渉における国有企業規律案の交
渉過程を辿るとともに、そこで参照されたオーストラリアにおける国有企業に関する競争中立
性規律の内容、運用状況及び課題も明らかにした。こうした中、2015 年 10 月初に TPP 交渉が
大筋合意に至り、国有企業規律については、競争政策とは独立した第 17 章に規定が盛り込まれ
ることとなった。この動きを受け、研究代表者は TPP 国有企業規律が競争中立性に関する国際
経済法の規律全体においていかに位置づけられるか明らかにした上で、従来の研究を実定法学
的方向へより一歩前進させ、解釈論的研究を深めるとともに、同規律が今次の交渉において取り
こぼした課題を指摘し、同規律のさらなる発展に向け、解釈論及び立法論上の提言を行うことが
喫緊の課題であると認識するに至った。 
 
２．研究の目的 
本研究は、2015 年 10 月初の TPP 協定の大筋合意を受け、同交渉の中で最難航した課題のう

ち、第 17 章の国有企業に関する規律に焦点を当て、同規律が導入された歴史的意義とその内容
を解明するとともに、国際経済法上の競争中立性確保の観点から残された課題を明らかにする
ことを目的とする。具体的には、世界貿易機関（以下「WTO」という。）の「補助金及び相殺措置
に関する協定」（以下「補助金協定」という。）等、競争中立性に関する規律の現状と限界に照ら
し、国際経済法において TPP 国有企業規律がいかに位置づけられ、解釈上、いかなる論点を内
在するのか明らかにするとともに、国際経済法上の競争中立性規律のさらなる発展に向け、TPP 
国有企業規律が取りこぼした課題を指摘し、それに対する解釈論及び立法論上の解決策を提示
することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では、研究体制として、国際経済法及び国内経済法の２グループに分け、前者に貿易及

び投資に関するサブグループを設けるとともに、中国、ベトナム及びウズベキスタンの研究者を
含めた国際的共同研究体制を構築し、本研究を遂行した。 
研究目的における課題の解明に向け、国際経済法上の規律、判例及び運用経験の分析を行うた

め、主な研究方法として文献研究を採用した。他方、規律の実効性及び限界に関する実態を把握
するため、関係諸国における実態調査並びに国内外の研究者、政策立案担当者、企業、弁護士ら
への聞き取り調査を合せて実施した。研究代表者の川島は、本研究期間中の 2016 年 10 月から
2017 年 9 月、上海交通大学凱原法学院に客員研究員として滞在する機会を得て、中国における
独占禁止法運用や競争中立性確保に向けた規律の動向、及び過剰生産能力問題に対する政策動
向を実地に研究することができた。また、2018 年度に中国、ベトナム及びウズベキスタンの研
究者を招へいし、TPP 国有企業規律をめぐって国際ワークショップを開催し、問題意識と知見を
共有した。その他、研究代表者及び各研究分担者が積極的に内外の学会・研究会等で報告するこ
とやホームページやブログを通じ、研究成果を社会に還元することに努めた。 
 

４．研究成果 
(1）平成 28＝2016 年度 
2016 年度は、国際経済法グループの研究成果として、特に TPP 協定のうち、競争中立性規律

に関係を深い国有企業章、投資章、競争政策章、電気通信章、貿易救済章、紛争解決章等を中心
に、法的分析を加え、その規律内容とその限界を明らかにするなどの研究成果があった。また、
WTO 補助金規律等に関する研究成果があった。その一部は、独立行政法人経済産業研究所「Web
解説 TPP 協定」ウェブページ（研究分担者・川瀬及び研究代表者・川島が編集責任者）において
公表した他、共著書、雑誌論文等として公表した。また、国内及び国際的研究集会（神戸大学、
厦門大学、上海対外経貿大学等）において、TPP 国有企業章（川島、川瀬）、同投資章（玉田）、
EU 国家補助規制と投資仲裁（玉田）、中国における過剰生産能力問題に対する WTO 補助金規律の
適用可能性（川島）等に関する研究報告等を行った。 
また、国内経済法グループの研究成果として、研究代表者の川島が、中国独占禁止法の運用動

向に関する研究を進め、共著書(「中国におけるライセンス規制―独占禁止法による知的財産権
濫用規制を中心に―」を寄稿）を公表した他、上海交通大学国際シンポジウムにおいて、独禁法



による知的財産権濫用規制の日中比較に関する研究報告を行った。また、同川島が、中国におけ
る鉄鋼過剰生産能力問題に関して、現地調査（上海及び北京）を実施した他、上記の通り中国に
おける過剰生産能力問題に対する WTO 補助金規律の適用可能性（川島）に関する研究報告を国際
的研究集会において行った。 
 
(2）平成 29＝2017 年度 
2017 年 1 月の米国 TPP 離脱通告を受け、当初の TPP 協定の発効の可能性は低下したが、日本

のリーダーシップの下、2017 年 11 月、米国抜きのいわゆる TPP11 協定の大筋合意、2018 年 3
月、同署名と進展し、本研究の実務的意義が再び上昇した。国際経済法グループ（貿易サブグル
ープ）は、中国・過剰生産能力問題に対する WTO 補助金協定による規律の可能性の研究や TPP・
国有企業章と EU ベトナム自由貿易協定・国有企業章や補助金章との比較研究を進め、内外の学
会・研究集会（ベトナム、米国）で研究報告し、研究論文を公表した。また、同グループ（投資
サブグループ）は、TPP・投資章を中心に研究を進め、内外の学会（ベトナム）で研究発表し、
研究論文を公表した。国内法グループは、中国の独占禁止法運用と競争政策の動向や EU 競争法
による国有企業の取り扱いに関する研究を進め、内外の学会（中国、日本）で研究報告し、研究
論文を公表した。特に、TPP・国有企業章に関しては、EU ベトナム自由貿易協定や日 EU 経済連
携協定（EPA）における補助金章との比較を通じ、その機能を相対化して把握することが可能に
なり、その特徴や限界が明らかとなった。中国・過剰生産能力問題に対する WTO 補助金協定によ
る規律の可能性については、主な争点と共に限界を明らかにした。TPP・投資章に関しては、TPP11
協定の凍結項目により、一部規律に制約が課されたところ、この影響の詳細な分析が今後の課題
として浮上した。特に、中国の独禁法運用については、研究代表者・川島が『公正取引』誌に 2017
年 11 月以降、連載論文を掲載し、同法の運用と競争政策の動向を明らかにした。 
  
(3) 平成 30＝2018 年度 
2018 年 3月 8日の「包括的及び先進的な環太平洋パートナーシップ協定」（以下「CPTPP 協定」

という。）の署名及び同年 12 月 30 日の同協定発効を受け、本研究もより大きな実務的意義を有
する段階に達した。2018 年度は、国際経済法グループ（貿易サブグループ）は、中国・過剰生産
能力問題に対する WTO 補助金協定による規律の可能性や米国通商拡大法 232 条や貿易救済措置
による対応、CPTPP の国有企業章や他の自由貿易協定の国有企業章や補助金章との比較、米中通
商摩擦、WTO 紛争解決手続の最新課題等に関する研究を進め、内外の学会等（日本、中国）で研
究報告し、研究論文を公表した。また、同グループ（投資サブグループ）は、TPP・投資章等を
中心に研究を進め、研究発表し、研究論文を公表した。国内法グループは、中国の独占禁止法運
用と競争政策の動向、企業結合規制、郵便サービスに関する規制に関する研究を進め、国内の学
会等で研究報告し、研究論文を公表した。特に、国有企業規律に関しては、2018 年 10～11 月に
合意・署名された米国・メキシコ・カナダ協定（以下「USMCA」という。）が、CPTPP 国有企業章
を土台により厳格な規定を設けていることを把握したことで、CPTPP の規律の特徴や限界が明ら
かとなった。CPTPP 投資章等に関しては、特に国有企業の行為の国家責任への帰属問題
（attribution）を中心に、解釈の現状と課題を明らかにした。これらの成果は、神戸大学にお
いて中国、ベトナム及びウズベキスタンの研究者も招聘して開催した国際ワークショップの場
や研究代表者・川島が中国における一帯一路モデル協定作成プロジェクトに参加すること等を
通じ、対外的に発信した。中国の独禁法運用については、研究代表者・川島が『公正取引』誌に
2018 年 12 月まで、連載論文を掲載し、同法の運用と競争政策の動向を明らかにした。 
 
(4) 令和元＝2019 年度（令和 2＝2020 年度繰越実施分を含む） 
2018 年 12 月 30 日の「包括的及び先進的な環太平洋パートナーシップ協定」（以下「CPTPP 協

定」という。）の発効と新規加入への関心の高まりを受け、本研究はより大きな実務的意義を有
する段階に達した。令和元（2019）年度及び同 2（2020）年度を通じ、研究成果の内外での発信
に努めた。2019～2020 年度、国際経済法グループ（貿易サブグループ）は、中国産鉄鋼製品に対
する相殺関税措置、CPTPP 国有企業章の中国等新規加入希望国に対する示唆、WTO 補助金関連紛
争の分析、WTO 紛争解決手続に関する最新課題等に関する研究を進め、内外の学会等（日本、中
国）で研究報告し、研究論文を公表した。また、同グループ（投資サブグループ）は、EU内での
競争中立性確保に向けたルール整備や投資協定における各種規律等を中心に研究を進め、国内
外（2020 年度中のオンラインセミナーを含む）で研究発表し、研究論文を公表した。特に、域外
国からの EU 域内向け投資の競争中立性確保に向けた提案が、CPTPP の国有企業規律等と比較し
て、どのように位置づけられるか明らかにすることができた。国内法グループは、中国の独占禁
止法運用と競争政策の動向、国内競争法運用による競争中立性確保の可能性、日本の独占禁止法
の判例等の研究を進め、国内外の学会等で研究報告し、研究論文を公表した。中国の独禁法運用
については、研究代表者・川島が『公正取引』誌上や経済産業研究所ディスカッションペーパー
として論文を公表し、同法の運用と競争政策の動向を明らかにした。 
 
(5) 研究成果のまとめ 
以上の研究の成果として、後掲の通り、研究代表者及び研究分担者は、71 件の雑誌論文等を

公表し、39件の学会等発表（招待講演 23 件、国際学会 21件を含む）を行い、16 件の書籍を公



刊した。 
発表した論文（書籍所収論文を含む）は、大別すれば、１）中国独占禁止法の運用動向に関す

る論文、２）その他内外の独占禁止法・競争法の判例や運用動向に関する論文、３）WTO 紛争解
決手続に関する最新課題に関する論文、４）補助金紛争を中心とした WTO 紛争解決事件に関する
論文、５）補助金相殺措置を中心とした各国通商措置に関する論文、６）TPP 国有企業章等、国
有企業等への優遇措置や産業政策に対する国際経済法上の規律に関する論文に分類することが
できる。これら論文に加え、研究分担者の川瀬が所属する独立行政法人経済産業研究所の「Web
解説 TPP 協定」ウェブページ（川瀬及び川島が編集責任者）で、TPP 協定の章ごとの解説を公表
した。また、研究代表者・川島の個人ブログを通じ、中国独占禁止法の最新動向のタイムリーな
発信にも努めた。 
39 件の学会発表には、国際シンポジウム・ワークショップ・セミナー等における英語等発表

21 件を含み、国内だけでなく対外的発信に積極的に取り組んだ。特に神戸大学において中国、
ベトナム及びウズベキスタンの研究者も招聘して 2018 年に開催した国際ワークショップでは、
TPP 国有企業規律の TPP 協定署名国や TPP 協定参加関心国に対し、実務的にどのような影響を持
つか等について意見交換を行ったほか、研究代表者・川島を中心に、中国における一帯一路モデ
ル協定作成プロジェクト、アジア太平洋経済協力（APEC）主催政策対話ウェビナー、欧州委員会
の外国補助金規律案に関するドイツ独占委員会主催ウェビナー等に参加すること等を通じ、対
外的に TPP 国有企業規律による国際経済法上の競争中立性規律の発展、その影響及び限界に関
する理解を促進することに成功した。 
 以上の成果により、第 1に、国内競争法において国有企業が優遇される傾向が見られることや
国有企業をめぐる実務上の争点が増加していることを明らかにすることができただけでなく、
第 2に、WTO ルールにおける補助金等の規律の現状とその限界、TPP 協定による規律の全体像、
及び TPP 国有企業章が国際経済法上の競争中立性規律をいかに発展させ、どのような解釈論上
の課題を有し、かつどのような限界を有しているのか明らかにすることに成功した。 
  
 (6) 研究成果の学術的意義や社会的意義   
 本研究は、各国競争法の最新事例に関する情報と正確な運用実態の把握に基づく研究であり、
国内のみならず国外においても、こうした研究は稀である。さらに、本研究はこれらの各国競争
法に関する研究成果を国際経済法の最新動向に関する研究につなげることにも成功しており、
このような研究は、国内外を問わず、大きな独自性を有する。また、WTO 補助金規律や TPP 国有
企業規律のそれぞれに関する研究は従来から活発に行われているが、本研究は、最近の EU にお
ける外国補助金規律案も視野に入れ、これらの研究を統合して、WTO 補助金規律の限界、TPP 国
有企業規律が競争中立性規律の発展に果たした貢献、さらに TPP 国有企業規律が有している課
題や限界を明らかにすることに成功している。本研究は、これらの貢献を通じて、今後、国際経
済法上の競争中立性規律が発展すべき方向性をも示しており、その観点で学術的にも実務的に
も重要な意義を有する。 
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